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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 

    構成市町村名：伊佐市、湧水町 

          ※伊佐市のうち、旧大口市の区域は焼却のみ対象。（令和５年度より 

旧大口市の不燃・粗大・資源ごみの受入れも行う） 

           

          ・山村振興法に基づく山村地域 

          ・過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎地域 

    面    積：536.85㎢ 

    人    口：35,208人（平成 31年 4月 1日現在：住民基本台帳人口） 

   （内訳） 

市町村名 面積 人口 

伊佐市 392.56 Km2 25,907人 

湧水町 144.29 Km2 9,301人 

合計 536.85 ㎢ 35,208人 

   ※平成 31年 4月 1日時点の状況になります。 

 

（２）計画期間 

 本計画は、令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの５年間を計画期間とし、

目標年度は令和７年度とする。 

  なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直

すものとする。 

 

（３）基本的な方向 

 伊佐北姶良地域は、鹿児島県の本土北部に位置しており、熊本県人吉市・水俣市・球

磨村、東は宮崎県えびの市、南は鹿児島県霧島市、西は鹿児島県出水市・さつま町に接

している。 

 一般廃棄物の処理は、現在、伊佐湧水環境管理組合の未来館、伊佐市の大口リサイク

ルプラザ（令和５年度に閉鎖し、未来館での受入を開始）、湧水町の三州リサイクルセン

ターの３箇所のごみ処理施設で行っている。 

  焼却処理施設とリサイクル施設を併設する未来館は、施設の老朽化が進んでいること

から更新を図る必要がある。 

   生活系ごみは、空き家対策等による片付けごみが増加の傾向にあるが、他のごみの発

生抑制が図られ処理量は横ばいである。事業系ごみも処理量は横ばいである。 

更に、ごみの発生抑制や資源ごみの回収量の増加を図り、再生利用を推進して最終処

分量の削減を目指していく。  
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（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

 鹿児島県では、広域化を計画的に進めて循環型社会の実現を図るため、市町村等の意

見を踏まえながら「鹿児島県ごみ処理広域化計画」を策定している。 

 本地域は、当該計画に沿って旧牧園町(現霧島市)、旧栗野町(現湧水町)、旧横川町(現

霧島市)、旧吉松町(現湧水町)で構成する北姶良清掃センター事務組合(旧伊佐北姶良環

境管理組合)に、旧大口市・旧菱刈町(現伊佐市)が加入して、2市 1町（霧島市について

は牧園・横川地区のみ）でごみ処理を行ってきたが、霧島市が令和 4年度末に当組合を

脱退し、令和 5年度より組合名称を伊佐湧水環境管理組合とし伊佐市、湧水町の 1市 1

町での枠組みでごみ処理を行っている。また、令和５年度より施設の集約化を図るため、

伊佐市の大口リサイクルプラザを閉鎖（令和５年度末完全閉鎖）し、伊佐湧水環境管理

組合の未来館での受け入れを開始する。 

また、平成 31年３月 29日付環循適発第 1903293号環境省環境再生・資源循環局廃棄

物適正処理推進課長通知「持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化及びご

み処理施設の集約化について（通知）」により、都道府県により策定された広域化・集約

化計画に基づく検討状況等について、鹿児島県は令和３（2021）年度末を目途に計画を

策定する予定であり、県が計画を策定次第、広域化・集約化について検討する。 

 

（５）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

   住民が使用するプラスチック使用製品について、無駄をなくし、適切に使用すること 

によりプラスチック使用製品廃棄物の排出を抑制し、また認定プラスチック使用製品 

を使用するよう構成市町等を通じ、情報提供を行う。 

また、プラスチック資源は当面の間、可燃ごみとして焼却処分を継続するが、今後、

コストや環境影響等の情報収集を行い、財政状況や構成市町が全部過疎地域であること

を踏まえながら、分別収集・再商品化の実施方法や実施時期について構成市町と協議検

討を行う。 

 

２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

平成 30年度の一般廃棄物の排出と処理状況は、図１のとおりである。 

  総排出量は 14,649トンである。再生利用される「総資源化量」は 2,268トン、リサイ

クル率（＝（直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量）／（ごみの総処理

量＋集団回収量）は 15.5％である。 

中間処理による減量化量は12,170トンであり、排出量の83.1％が減量化されている。

また、排出量の 1.4％に当たる 211トンが埋め立てられている。 

なお、中間処理量のうち焼却量は 13,724トンである。未来館では、焼却施設の熱を利

用して温水の場内利用を行っている。   
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図 1 一般廃棄物の処理状況フロー（平成 30年度） 

 

 

（２）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、

表 1及び図２のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいく。 

 

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

指標・単位 

現状 

（割合） 
目標（割合※1） 

平成３０年度 令和７年度 

排出量 

事

業

系 

総排出量 2,699 t 2,570 t (-4.8%)   

１事業所当たりの排出量※2 1.9 t/事業所 1.8 t/事業所 

生

活

系 

総排出量 8,100 t 6,854 t (-15.4%)   

１人当たりの排出量※3 225.7 ㎏/人 224.5 ㎏/人 

合

計 
事業系生活系排出量合計 10,799 ｔ  9,424 t (-12.7%) 

再生利用量 
直接資源化量 0 ｔ  0 t   

総資源化量 1,671 ｔ 15.5％ 1,459 t 15.5％ 

エネルギー回

収量 

エネルギー回収量（年間の発電

電力量） 
―   ―    

減量化量 中間処理における減量化量 8,970 ｔ 83.1％ 7,829 t 83.1% 

最終処分量 埋立最終処分量 154 ｔ 1.4％ 136 t 1.4% 

15.5%  

100.0%  15.5%  

16.9%  

100.0%  1.4%  

83.1%  

1.4%  

最終処分量

0t 211t

0t 14,649t 211t

減量化量

12,170t

直接最終処分量

14,649t 14,649t 0t 2,268t

処理残渣量

2,479t

自家処理量 中間処理量 処理後最終処分量

集団回収量 総資源化量

0t 2,268t

排出量 計画処理量 直接資源化量 処理後再生利用量
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15.5%  

100.0%  15.5%  

16.9%  

100.0%  1.4%  

83.1%  

1.4%  

集団回収量 総資源化量

0t 1,459t

排出量 計画処理量 直接資源化量 処理後再生利用量

9,424t 9,424t 0t 1,459t

処理残渣量

1,595t

自家処理量 中間処理量 処理後最終処分量

0t 9,424t 136t

減量化量

7,829t

直接最終処分量 最終処分量

0t 136t

※１ 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量 

＋集団回収量に対する割合 

※２ (１事業所当たりの排出量)＝{(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)}/(事業所数) 

 

（但し、事業所数は平成26年経済センサス－基礎調査結果を基に、人口比例するとして推計） 

※３ (１人当たりの排出量)＝{(生活系ごみの総排出量)－(生活系ごみの資源ごみ量)}/(人口) 

《指標の定義》 

排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収されたごみ を除く)〔単位:t〕 

再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位:t〕 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位:MWh〕 

減量化量：中間処理量と処理後の残渣量の差〔単位:t〕 

最終処分量：埋め立て処分された量〔単位:t〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２  目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 7年度） 
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３ 施策の内容 

（１）発生抑制、再使用の推進 

ア 有料化方式の検討 

未来館への直接搬入ごみは、従量制による有料化を行っており、家庭からの収集ご

みは、構成市町による指定袋を使用した均一従量制としている。生活系ごみの処理手

数料のあり方などは、構成市町と連携を図りながら同規模の先進自治体等での取組状

況を調査研究する。事業系ごみは、再利用やリサイクルへの誘導を促進することによ

り排出を抑制し、処理費用の負担も調査・研究を行い、ごみ処理費用の適正負担を確

保する。 

イ 環境教育、普及啓発、助成 

住民及び事業者に対して、構成市町と連携を図りながら広報紙等を活用し、ごみの

分別排出方法、ごみの排出量・資源化の現状などに関する情報提供を行う。ごみの減

量化に関する社会意識を育むため、学校や地域社会の場においても環境教育に取り組

む。 

また、構成市町と連携を図りながら、衛生自治連合会等とも協力して、分別区分の

普及啓発や資源回収率の向上などに取り組む。 

ウ マイバッグ運動・レジ袋対策 

レジ袋を使用せず、買い物袋等を持参するマイバッグ運動の普及啓発に取り組む。 

 

（２）処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

現状では、未来館、大口リサイクルプラザ及び三州リサイクルセンターの３施設で

処理を行っている。 

未来館に搬入される生活系ごみの分別区分及び処理方法については、表２のとおり

である。 

未来館では、可燃ごみは、伊佐市、湧水町より排出されたものを処理している。不

燃ごみ、粗大ごみ、資源ごみは、伊佐市(旧菱刈町の区域)、湧水町より排出されたも

のを処理し、資源回収も行っている。 

伊佐市(旧大口市の区域)より排出される不燃ごみ、粗大ごみ、資源ごみの処理と資

源回収は、大口リサイクルプラザで行っているが、施設の集約化を図るため、令和５

年度より未来館での処理を開始している。 

湧水町より排出される不燃ごみ、粗大ごみ、資源ごみの処理と資源回収は、未来館

での処理と並行して、三州リサイクルセンターでも行っている。 

焼却処理施設とリサイクル処理施設を併設する未来館は、供用開始から 17年経過

している。平成 25年度から施設運営の包括委託を行い、施設の経年劣化に伴う維持

補修を行ってきた。 

今後の施設整備については、施設整備に関する計画支援事業と基幹的整備改良事業

の実施により、施設の延命化を図り、安定した運営と効率的なごみ処理を行う。 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

事業系ごみについては、事業者が処理することを基本とする。事業者が処理できな

い場合は、事業者が処理施設へ直接搬入するか、または、構成各市町の許可業者によ

る収集を行うこととする。なお、処理施設へ搬入を行う廃棄物の分別区分については、
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生活系ごみに準ずることとする。 

また、事業系ごみについては、排出実態の把握を行い、多量排出事業者に対して減

量に関する計画作成の指示・減量化及び資源化等に関する指導を行う。 

ウ 今後の処理体制の要点 

◇焼却処理施設とリサイクル処理施設を併設する未来館は、供用開始から 17年経

過していることから、施設整備に関する計画支援事業と基幹的整備改良事業の

実施により、施設の延命化を図り、安定した運営と効率的なごみ処理を行う。 
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表２ ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

可

燃

ご

み

焼却 未来館 委託 13,178

可

燃

ご

み

焼却 未来館 委託 8,485

破砕選別 未来館 532 破砕選別 未来館 342

破砕選別 未来館 609 破砕選別 未来館 391

新聞
売却・

再資源化
未来館 民間業者 49 新聞

売却・

再資源化
未来館 民間業者 31

段ボール
売却・

再資源化
未来館 民間業者 29 段ボール

売却・

再資源化
未来館 民間業者 18

雑誌類
売却・

再資源化
未来館 民間業者 57 雑誌類

売却・

再資源化
未来館 民間業者 36

紙パック
売却・

再資源化
未来館 民間業者 3 紙パック

売却・

再資源化
未来館 民間業者 1

生きびん
選別・

再資源化
指定法人 生きびん

選別・

再資源化
指定法人

無色びん
選別・

再資源化
指定法人 無色びん

選別・

再資源化
指定法人

茶色びん
選別・

再資源化
指定法人 茶色びん

選別・

再資源化
指定法人

その他びん
選別・

再資源化
指定法人 その他びん

選別・

再資源化
指定法人

アルミ缶 圧縮・売却 民間業者 アルミ缶 圧縮・売却 民間業者

スチール缶 圧縮・売却 民間業者 スチール缶 圧縮・売却 民間業者

選別・圧縮・

再資源化
未来館 指定法人 29

選別・圧縮・

再資源化
未来館 指定法人 18

選別・圧縮・

再資源化
未来館 指定法人 41

選別・圧縮・

再資源化
未来館 指定法人 26

再資源化 未来館 民間業者 4 再資源化 未来館 民間業者 2

再資源化 未来館 民間業者 3 再資源化 未来館 民間業者 1

合計 14,649 合計 9,424

処理方法

粗大ごみ

乾電池

蛍光灯

缶

・

び

ん

類

有

害

ご

み

平成30年度

（トン）

処理施設等

一次処理 二次処理

未来館

未来館焼却

最終処分場

売却

115

分別区分
処理実績

資

源

ご

み

紙

類

ペットボトル

プラスチック製 容器包装

不

燃

・

粗

大

ご

み

令和7年度

分別区分 処理方法

処理施設等

一次処理 二次処理

処理実績

（トン）

ペットボトル

プラスチック製 容器包装

有

害

ご

み

乾電池

蛍光灯

資

源

ご

み

紙

類

缶

・

び

ん

類

燃えるごみ

燃えないごみ

燃えるごみ

燃えないごみ 不

燃

・

粗

大

ご

み

未来館焼却

最終処分場

売却粗大ごみ

未来館 73
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（３）処理施設等の整備 

前述した（２）の処理体制で、本地域のごみを処理するために必要な施設を、

表３に示す。 

表３ 整備する処理施設 
事業 

番号 
整備施設種類 事業名 処理能力 

設置 

予定地 

事業 

期間 

国土 

強靭化 

プラ要件化 

の経過措置 

１ 

焼却施設 

（未来館焼却

施設） 

未来館ごみ焼

却施設基幹的

整備改良事業 

80t/日 

(40t/日×2 炉) 

ストーカ炉 

伊佐市 

菱刈 

南浦 

R4～ 

R6 
- - 

２ 

マテリアルリ

サイクル推進

施設 

（未来館リサ

イクル施設） 

未来館リサイ

クル施設基幹

的整備改良事

業 

19t/5h 

破砕・選別 

伊佐市 

菱刈 

南浦 

 

R4～ 

R6 

- - 

（整備理由） 

事業番号１ 既存施設の老朽化 

事業番号２ 既存施設の老朽化 

 

（４）施設整備に関する計画支援事業 

前述した（３）の施設整備に先立ち、表４のとおり計画支援事業を実施する。 

 

表４ 実施する計画支援事業 
事業 

番号 
事業名 事業内容 事業期間 

プラ要件化 

の経過措置 

３ 
未来館ごみ焼却施設整備事業に係る

発注支援業務委託 

発注仕様書等の作成、

発注支援 
R3～R4 - 

４ 
未来館リサイクル施設整備事業に係

る発注支援業務委託 

発注仕様書等の作成、

発注支援 
R3～R4 - 

 

（５）廃棄物処理施設における長寿命化計画策定事業 

前述した（４）の施設整備に先立ち、表５のとおり計画策定事業を実施する。 

表５ 実施する長寿命化計画策定事業 

事業 

番号 
事業名 事業内容 事業期間 

プラ要件化 

の経過措置 

５ 
未来館ごみ焼却施設長寿命化総合

計画策定業務委託 

長寿命化計画策定 
R2 - 

６ 
未来館リサイクル施設長寿命化総

合計画策定業務委託 

長寿命化計画策定 
R2 - 

 

（６）その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

ア 不法投棄対策 

構成市町と連携を図りながら、鹿児島県・鹿児島県警等の関係機関並びに、住

民・事業者・各種団体等との連携を強化し、パトロールの実施等による不法投棄

に対する監視及び追跡調査等の強化を行う。 

    不法投棄の防止について、構成市町と連携を図りながら、住民一人一人が自覚
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するように衛生自治団体・事業者・学校等と連携して、一斉清掃活動等の実施等

による啓発活動を強化する。 

イ 廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電のリサイクルは、特定家庭用機器再商品化法に基づく回収や再商品化

がなされるように構成市町と連携を図り、関連団体や小売店などと協力して普

及啓発を行う。 

ウ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

構成市町が策定する地域防災計画や災害廃棄物処理計画を踏まえて、災害時

に発生する廃棄物の広域的処理体制の確保を図るために、地域内及び周辺地域

との連携体制を構築する。 

伊佐市地域防災計画 令和４年６月 P126 

「市長は、仮置場の予定場所を定めておくとともに、近隣の市町と緊急時の

施設の利用について協議しておく。」と記載。 

   湧水町地域防災計画 令和４年３月 P140 

    災害廃棄物等の処理（がれき処理） 

「湧水町災害廃棄物処理計画（平成 29年 2月策定）による。」と記載。 

仮置き場【候補地リスト】 

吉松地域 栗野地域 

・吉松最終処分場 ・栗野最終処分場 

・池平公園駐車場 ・三州リサイクルセンター 

・信栄製作所跡地 ・栗野工業高校跡地 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

毎年、計画の進捗状況を把握して結果を公表する。 

必要に応じて鹿児島県及び国と意見交換を行いつつ、計画の進捗状況を勘案し

ながら計画の見直しを行う。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後に処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、

速やかに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させる。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて計画を

見直していく。 



様式１

１　地域の概要

（１）地域名 （２）地域内人口 35,208 （３）地域面積

（４）構成市町村等名 （５）地域の要件*

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

目　標

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和７年度

4,549 4,518 4,405 4,416 4,322 4,157 2,570  （H30年度比 -38.2％）

1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.8

10,431 10,211 10,464 10,049 10,090 10,492 6,854  （H30年度比 -34.7％）

202.1 201.6 211.7 207.6 212.9 226.6 224.5

14,980 14,729 14,869 14,465 14,412 14,649 9,424  （H30年度比 -35.7％）

2,207  (14.7%) 2,176(14.8%) 2,452(16.5%) 2,277(15.7%) 2,253(16.6%) 2,268(15.5%) 1,459  （H30年度比　-35.7％）

エネルギー回収量 - - - - - - -

減量化量 12, 530 (83.6%) 12,315(83.6%) 12,156(81.8%) 11,961(82.7%) 11,926(82.8%) 12,170(83.1%)

最終処分量 243 (1.6%) 238(1.6%) 261(1.8%) 227(1.6%) 233(1.6%) 211(1.4%) 136  （H30年度比　-35.7％）

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定
（1）現有施設リスト

施設種別 施設名 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月
廃止又は休止

(予定)年月
解体(予定)年月

ごみ焼却施設 未来館
全連続燃焼式

（ｽﾄｰｶ炉） 80ｔ/日 H15.4 - -

リサイクル施設 未来館 破砕・選別方式 19t/5h/日 H15.4 - -

施設種別 施設名 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由 廃焼却施設解体の有無 想定される浸水深と対策
プラスチック再商品化を実施す
るための施設整備事業

備
考

ごみ焼却施設 未来館
全連続燃焼式

（ｽﾄｰｶ炉） 80ｔ/日 R7.3.31 老朽化 無 浸水想定はない ×

リサイクル施設 未来館 破砕・選別方式 19t/5h/日 R7.3.31 老朽化 無 浸水想定はない ×

想定される浸水深と対策

浸水想定はない

浸水想定はない

備考事業主体

事業主体

伊佐湧水環境管理組合

伊佐湧水環境管理組合

536.85㎢

人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、　　山村　　半島　　過疎　　その他

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

過去の状況・現状（排出量等に対する割合）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

伊佐北姶良地域

伊佐市、湧水町

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれる場
合、当該組合の状況

組合を構成する市町村：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立（予定）年月日：○○年○○月○○日
設立、認可予定
設立されていない場合、今後の見通し：

指標・単位
年

排出量

エネルギー回収量（年間の発電電力量　MWH）

埋立最終処分量（トン）

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）

減量化量（中間処理前後の差　トン）

（2）更新（改良）・新設施設リスト

伊佐湧水環境管理組合

伊佐湧水環境管理組合

廃焼却施設解体事業
着手（予定)年月
完了(予定)年月

-

-
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事　業　名　称 単位 開始 終了 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

780110 0 0 0 502,333 277,777 688,364 0 0 0 441,768 246,596

780110 0 0 0 502,333 277,777 688,364 0 0 0 441,768 246,596

未来館リサイクル施設基幹的整
備改良事業

2
伊佐湧水環境
管理組合

R4 R6 780110 0 502,333 277,777 688,364 0 441,768 246,596
伊佐市、湧水
町

2,181,922 0 0 0 947,269 1,234,653 971,940 0 0 0 350,283 621,657

1
伊佐湧水環境
管理組合

R4 R6 2,181,922 0 947,269 1,234,653 971,940 0 350,283 621,657
伊佐市、湧水
町

14,480 0 7,750 6,730 0 0 14,300 0 7,570 6,730 0 0

未来館ごみ焼却施設整備事業に
係る発注支援業務委託

3
伊佐北姶良環
境管理組合

R3 R4 7,240 3,875 3,365 7,150 3,785 3,365
伊佐市、霧島
市、湧水町

未来館リサイクル施設整備事業
に係る発注支援業務委託

4
伊佐北姶良環
境管理組合

R3 R4 7,240 3,875 3,365 7,150 3,785 3,365
伊佐市、霧島
市、湧水町

3,520 3,520 0 0 0 0 3,520 3,520 0 0 0 0

未来館ごみ焼却施設長寿命化総
合計画策定業務委託

5
伊佐北姶良環
境管理組合

R2 R2 1,901 1,901 1,901 1,901
伊佐市、霧島
市、湧水町

未来館リサイクル施設長寿命化
総合計画策定業務委託

6
伊佐北姶良環
境管理組合

R2 R2 1,619 1,619 1,619 1,619
伊佐市、霧島
市、湧水町

0 0

2,980,032 3,520 7,750 6,730 1,449,602 1,512,430 1,678,124 3,520 7,570 6,730 792,051 868,253

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表４に示す事業番号及び様式３の施設整備に関する事業番号と一致させること。また、様式３に示す施策のうち関連するものがあれば、合わせて番号を記入すること。
※２ 広域連合、一部事務組合等については、欄外に構成する市町村を注記すること。
※３ 実施しない事業の欄は削除して構わない。
※４ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２（令和元年度）

事　業　種　別
事業
番号
※１

事業主体
名　　　称

※２

規　模
事業期間
交付期間

総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

備　　考

○マテリアルリサイクル等に関する事業

リサイクルセンター

○エネルギー回収等に関する事業

未来館ごみ焼却施設基幹的整備改良
事業

○施設整備に関する計画支援事業

○廃棄物処理施設における長寿命化総合計
画策定事業

○災害廃棄物処理計画策定支援事業

合     　　計
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開
始

終
了

令和
２年度

令和
３年度

令和
５年度

令和
６年度

関連事業
3,5

関連事業
4,6

委託実施 関連事業
1

委託実施 関連事業
2

関連事業
1

関連事業
2

※１ 処理施設の整備に係る事業番号については、計画本文３(3)表４に示す事業番号及び様式２の事業番号と一致させること。

連携体制の構築

R
6

パトロールの強化

普　及　啓　発
特定家庭用機器再商品化法
法に基づく処理の普及啓発

R
2

R
6

地域内及び周辺地域との連
携体制を構築する。

R
2

R
6

対象地
域各市
町

対象地
域各市
町

不法投棄対策
パトロールによる監視、追跡
調査の強化。

対象地
域各市
町

災害時の廃棄物処理
に関する事項

廃家電リサイクルに関
する普及啓発

〇

〇

〇

未来館ごみ焼却施設整
備事業に係る発注支援
業務委託

発注仕様書等の作成
発注支援

伊佐北姶
良環境管
理組合

R
3

実施内容検討・基本設計

実施内容検討・基本設計

施設整備
に係る計画
支援に関
するもの

4
未来館リサイクル施設整
備事業に係る発注支援
業務委託

発注仕様書等の作成
発注支援

伊佐北姶
良環境管
理組合

R
3

R
4

3
R
4

R
2

6
未来館リサイクル施設長
寿命化総合計画策定業
務委託

長寿命化計画策定
伊佐北姶
良環境管
理組合

R
2

R
2

〇

処理施設
の整備に

関するもの

未来館リサイクル施設
基幹的整備改良事業

リサイクル施設改修 伊佐湧水環境管
理組合

R
4

R
6

〇

現　行　体　制　の　維　持

2

5
未来館ごみ焼却施設長
寿命化総合計画策定業
務委託

長寿命化計画策定
伊佐北姶
良環境管
理組合

R
2

〇

R
2

R
6

令和
４年度

1
未来館ごみ焼却施設
基幹的整備改良事業

焼却施設改修 伊佐湧水環境管
理組合

R
4

R
6

減　量　化　普　及　啓　発

普　及　啓　発

分別区分の普及啓発
ごみの分別区分の普及啓発
や資源回収率の向上を取り
組む。

対象地
域各市
町

R
2

R
6

普　及　啓　発

有　料　化　検　討

生活系ごみ処理体制
の維持

生活系ごみの処理体制を現
在の施設で行っていく。

対象地
域各市
町

R
2

R
6

マイバッグ運動の実施

R
2

事業系ごみ処理体制
のの維持

多量排出事業者への減量
化、再資源化の推進。

対象地
域各市
町

R
6

マイバッグ運動の普及啓発。
対象地
域各市
町

R
2

R
6

交付
金必
要の
要否

事業
番号
※１

実施
主体

事　　　業　　　計　　　画

その他

有料化方式の検討
対象地域によって処理する
一般廃棄物処理の有料化に
よる発生抑制の検討。

対象地
域各市
町

R
2

改修工事

改修工事

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策の名称等施策種別

発生抑制、
再使用の
推進に関
するもの

処理体制
の構築、変
更に関する
もの

施策の概要

事業
期間

備　　考



【参考資料様式１】 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 
 

都道府県名 鹿児島県  
 

(1) 事業主体名     伊佐湧水環境管理組合 

(2) 施設名称 伊佐湧水環境管理組合リサイクル施設 

(3) 工期  令和４年度 ～ 令和６年度 

(4) 施設規模  処理能力 １９ｔ／５時間 

(5) 処理方式  破砕・選別 

(6) 地域計画内の役割 
  ※1 

 既存施設の老朽化への対応、二酸化炭素排出の削減やリサイクルの安定処

理を行う。（二酸化炭素の削減率8.8％） 

(7) 廃焼却施設解体工事
  の有無 

  有   無 

 

 
 
 「ストックヤード」を整備する場合 

(8) ストック対象物  
 

 

 
 
 「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 

(9) 容器包装リサイク 
  ル推進施設の内訳  

①分別収集回収拠点の整備 
  ・ごみの分別収集・処理方法 
  ・ごみ容器の種類・設置基数 
  ・建築物の構造 
②小規模ストックヤードの整備 
  ・施設規模 
  ・ストック対象物 
③簡易プレス機の整備 
  ・処理方法 
  ・処理能力 
  ・設置場所 
④電気ごみ収集車及び分別ごみ収集車の整備 
  ・導入台数（積載量） 
  ・運行計画 

 

 
                                                                                             
    
 「灰溶融施設」を整備する場合                                                                
   

(10) スラグの利用計画  

                                                                                             
   

(11)事業計画額 780,110千円（うち、交付対象事業費688,364千円） 

 

※1 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。 



 【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名 鹿児島県  

 

 

(1) 事業主体名    

 

 伊佐湧水環境管理組合 

 

(2) 施設名称 

 

伊佐湧水環境管理組合焼却施設 

 

(3) 工期 

 

 令和４年度 ～ 令和６年度 

 

(4) 施設規模 

 

 

 処理能力  ８０ｔ／日（４０ｔ／日×２炉） 

 

(5) 形式及び処理方式 

 

 

ストーカ炉 

 

 

(6) 余熱利用の計画 

 

 １．発電の有無    有 （発電効率  ％） ・ 無 

 

 ２．熱回収の有無      有 （熱利用率 未定 ％） ・ 無 

 

(7) 地域計画内の役割 

  ※1 

 

 既存施設の老朽化への対応、二酸化炭素排出の削減や、ごみ処理の安定処

理を行う。（二酸化炭素の削減率3.1％） 

(8) 廃焼却施設解体 

   工事の有無 

 

  有   無 

 

 「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

 

(9) 燃料の利用計画 
 

 

 「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス 

   熱利用率 

      ｋWh／ごみｔ 

 

 

(11) バイオガスの利用 

     計画 
 

 

 

 (12) 事業計画額 2,181,922千円（うち、交付対象事業費971,940千円） 

 

※1 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、二酸化炭素排出抑

制対策事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した電力を地域でどう利活用

するかについても記載すること。 



【参考資料様式７】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名  鹿児島県  

 

(1) 事業主体名 伊佐湧水環境管理組合 

(2) 事業目的   ごみ処理施設整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

未来館ごみ焼却施

設長寿命化総合計

画策定業務委託 

未来館リサイクル

施設長寿命化総合

計画策定業務委託 

未来館ごみ焼却施

設整備事業に係る

発注支援業務委託 

未来館リサイクル

施設整備事業に係

る発注支援業務委

託 

 

(4) 事業期間 

 

令和２年度 

～ 

令和２年度 

令和２年度 

～ 

令和２年度 

令和３年度 

～ 

令和４年度 

令和３年度 

～ 

令和４年度 

 

 

(5) 事業概要 

 

 

長寿命化計画策定 

 

 

 

長寿命化計画策定 

 

 

 

発注仕様書等の作

成、発注支援 

 

 

発注仕様書等の作

成、発注支援 

 

 

 

(6) 事業計画額 

 

 

1,901千円 

(うち、交付対象事

業費1,901千円) 

 

1,619千円 

(うち、交付対象事

業費1,619千円) 

 

7,240千円 

(うち、交付対象事

業費7,150千円) 

 

7,240千円 

(うち、交付対象事

業費 7,150 千円) 

 

 



添付資料１ 

1 対象地域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



添付資料２ 

２ 現有処理施設の概要 

 

施設名 種類 対象廃棄物 処理能力 竣工年 

伊佐湧水環境管理組合 

未来館 

焼却 可燃ごみ 

80ｔ/日 

(40ｔ/日×2炉) 

Ｈ２６に溶融炉から 

ストーカ炉へ改修 

H15 

資源化 

不燃ごみ 

粗大ごみ 

資源ごみ 

19ｔ/5時間 H15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



添付資料３ 

３ 施設状況図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和５年４月より伊佐市大口地区不燃、粗大、資源ごみの処理を集約します。 

  

伊佐湧水環境管理組合 未来館 

 

焼却施設    （80ｔ/日） 

リサイクル施設 （19ｔ/5時間） 



添付資料４ 

４ 分別区分説明資料 

排出方法

生ごみ、使い捨てライター・点火棒、ゴム類、革類、発泡スチロール、容器包装でないプ
ラスチック製品、紙おむつ、ペットのフン（飼育 業による物を除く）、ペットのトイレ用
砂（市販のものに限る。）、庭木、草など

陶器、ガラス、金属類、スプレー缶、汚れの落ちない缶、LED球など。

家具類、寝具、畳・敷物類、自転車、スプリング入りマットレス、陶器（もえないごみ袋
に入らない大きさのもの）、家電品 （ただし、エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯
機・衣類 乾燥機及びパソコンを除く）など

ジュース・ミルク・菓子・ビール缶・かんづめ缶等

無色透明びん ジュース･洋酒･ 食品･薬･化粧品のびん等

茶色びん 栄養剤･五合びん等

その他の色のびん 青･緑･黒･水色のびん等

生きびん 一升びん（茶･緑色） ･ビールびん（小･中･大）等

ペットボトル

食料品、商品の容器包装類（プラマークのあるもの）

新聞紙･折込チラシ 新聞紙･折込チラシ

段ボール 段ボール（断面が波形のもの）

雑誌等 菓子箱･包装紙･コピー紙 （感熱紙を除く）･ティッシュの箱･カタログ･ハガキ･封筒等

紙パック 牛乳･コーヒー牛乳 ジュース等

蛍光灯

アルカリ・マンガン電池

紙類

蛍光灯

乾電池

分別区分

可燃ごみ（燃やせるごみ）

不燃ごみ（燃やせないごみ）

粗大ごみ

資
源
物

缶類

びん類

ペットボトル

その他プラスチック製容器包
装



添付資料５ 

５ 指標と人口等との要因に関するトレンドグラフ 
（１）地域内人口とごみ排出量 

地域内人口は、平成31年４月１日現在で45,732人である。今後は若干の減少傾向を示し、本計画

の目標年である令和７年度には、30,529人と計画している。 

ごみ排出量（＝生活系ごみ＋事業系ごみ）は、平成30年度実績で14,649トンであり、令和７年度 

において排出量9,424トンと計画している。 
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（２）再生利用量 

再生利用量は、平成 30年度実績で2,268トンであり、令和７年度において 1,459トンと計画して 

いる。 

リサイクル率は、平成30年度実績で15.5％であり、令和７年度においても15.5％と計画している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）中間処理による減量化量 

減量化量は、平成30年度実績で12,170トンであり、令和７年度において7,829トンと計画して

いる。 

減量化率は、平成30年度実績で83.1％であり、令和７年度においても83.1％と計画している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）最終処分量 
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最終処分量は、平成30年度実績で211トンであり、令和７年度において136トンと計画している。 

最終処分率は、平成 30年度実績で1.4％であり、令和７年度においても1.4％と計画している。 
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添付資料６ 

６ 現有の廃棄物処理施設が所在する地域のハザードマップ 

 現有の廃棄物処理施設の標高は 280ｍ以上に位置しており、洪水浸水災害の恐れはなく、

また、施設周辺は台地の頂上付近に位置し土砂災害の恐れもありません。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※   現有施設    

災害種別表示区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



添付資料７
７　減量化、再生利用に関する現状目標市町詳細内訳

　地域計画記載の表１　減量化、再生利用に関する現状と目標については、２市町分（伊佐市、湧水町）のため、参考に
市町別の現状と目標を下記に示します。

　現状(平成30年度) 目標(令和7年度) 現状（平成30年度) 目標(令和7年度)

総排出量 2,023ｔ 1,900ｔ 676ｔ 670ｔ

１事業所当たりの排出量 1.9ｔ/事業所 1.8ｔ/事業所 1.9ｔ/事業所 1.8ｔ事業所

総排出量 6,028ｔ 4,943t 2,072t 1,911t

１人あたりの排出量 228.5㎏/人 218.4㎏/人 218.0㎏/人 217.5㎏/人

合計 事業系生活系排出量合計 8,051ｔ 6,843ｔ 2,748ｔ 2,581ｔ

0ｔ 0ｔ 0ｔ 0ｔ

1,246ｔ 1,115ｔ 425ｔ 344ｔ

エネルギー
回収量

± ± ± ±

減量化量 6,688t 5,488ｔ 2,282t 2,341t

最終処分 115ｔ 101ｔ 39ｔ 35ｔ

エネルギー回収量
(年間の発電電力量)

中間処理における減量化量

埋立最終処分量

伊佐市 湧水町

指標

排出量

再生利用

事業系

生活系

直接資源化量

総資源化量


